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式の年金制度を採択 しているオース トラリアでは、年U制 度 と税制は密接不可分なものにな
っている。税収を、どのよ うな高齢者に対 してどのように配分するかといった、税 と社会保










2..オー ズ トラ リア の年 金 制度
(1)オー ス トラ リア年金制度 の変遷
1770年のキャプテンクックによるオース トラリアの発見後、英国政府 の植民地化は1786
年には本格的に始まり、ユ788年には流刑囚等を含めた入植が進め られるようになった。囚人
は、t地 の耕作のほか、牧羊、土木工事等に も従事 したとされる。
JillRoe〔1〕によると、iy世紀から20世紀初頭にかけてのオース トラリアでは、永久貧 困
の状況と....一時的な貧困の状況に合った.人たちの割合はそれぞれ10.%程度で、民間の慈善団体
と各植民地政府が共同して、こうした真に助 けを求めている貧困者に対 して救済を行 うよ う




1901年にオース トラリア連邦が成立 したが、.190σ年には二s一 サウスウェールズ植民地
(州)で、1901年にヴィク トリア州で、そして1909年に全連邦レベルで老齢年金制度がス タ
ー トした。同国初の連邦レベルの老齢年金制度は、当初よりミーンズテ.ストを伴い、均一給











年には75歳以上の高齢者の老齢年金について ミーンズテス トを・廃止 し.た.ほか、1975年には






オ ー ス トラ リア の くr.金制 度 に つ い.て
、?
?
ムテス トが、1984年には ア.セ.ット..テス.トが再 び導 入 され るなど、.引き締 めの方向 に向か って
い く。 この 頃、世.界では、 グ ローバル 化の進展 と、ハ イエ クや フ リー ドマ ンが唱 え る新 自由
主 義(Neoliberalism)が台豆頁し始 めた ころで 、英 国のマー ガレッ ト ・サ ッチ ャー政権 による
サ ッチ ャ リズム、米国の ロナ ル ド ・レー ガン政権 に よるレーガ ノ ミクス と呼 ばれ る経 済政策
が行われ た時期で ある。
こう した中、オ ース トラ リアで も、i(i場原理主 義の経 済思想 に基づ く、小 さな政府 推進 、
均衡財 政 ・福祉 ・および公共 サニ ビスの縮 小、公営 事業の民営化、経 済の対外 開放、規制緩
和 によ る競争促進、労働 者保護廃止 などをパ ッケー ジとした経済政策へ の転換 を求め る声 が
高 まり、社会保 障 につ いて も国 に依 存せず に国.民の 自律 を重ん じ.る動 きに舵 を切 って いる。
その後 のホ ーク ・キーテ ィング労働 党政権 、長期政権 とな ったハ ワー ド保守政権 そ して現在
の ギ ラー ド労働党政権 におい て も、新 自由主 義的 な考.え方 に基づい た社 会保障政 策が一貫 し
て行 われてい る。
ミー ンズ テス トに よ り老齢 年金 の受給 資格 か ら外 れてい るの は、老齢年金 受給 対象者 の2
割程度で、老齢年金満額 ・部分受給者の約6割 が潜噸の孝齢年金を受給 している。 また、資
産が1億1.「1相当 ある場.合で も部分年 金の受給 が.pJHGとなってお り、エ ス ピン ・ア ンデル セ ン
が唱 える 「自由主義型福祉 国家」 に見 られ る救貧的 な社会保 障制度 とは程 遠い 「緩 やかな峻
別」 を行 っている。
また、 オー.ス1・ラ リアは、新 自由主義(Neoliberalism)が吹 き荒 れ る中で社会保 障給付 を
大幅 に切 り.rげた米国や英 国な ど と嗣一の方 向に走 ること もなかった。雇 用主 による スーパ
ーアニ・エイシ ・ンの強鞭 出の導入など・「社会照 金仕 も嘔 碓 組みを福祉騨 と
労働政策のrF
.に取り込み、緩やかな ミ.一ンズテス トを復活 させ うことで「社会保障の水準を
維持 させた。ζのように、オース トラりア!よ他のいわゆる 「自由主義型福祉国家」 とは異
なる第三の道を歩んでいると言える。
(2>老齢 年 金 と財 源 ～税 方 式 と資 力 調査 を両 立 ～
オ 「 ス トラ リア の 年 金 制 度 は2階 建 と な っ て お り、1階 は 税 方 ヰ の老 齢 年 金(Age
Pension)、2階は事業主の強制拠 出 と被用者 の任意拠出 による退職年.金基金(Superannuation、















連邦の一般歳入の中から支給 され る(税方式)老 齢年金は、10年の居住期間を要件とし
ている。
わが国と異なり全.員が老齢年金を受給できる.わけではなく、収入テス トと資産テス トから
成 る資力調査(ミ ーンズテス ト、詳細は本稿第2章 第4項 参照)を 通 じて、受給対象者を限
定しているほか、受給額の減額(収 入デス トと資産テス トで算出された額の低い方)を 行っ
ている。
老辮 鋼 水準 は・ 単即 場P.子 め餅 均MG.t3p,の25%,夫婦Offは 同40%OJ水
準 を確 保す る ことがuと きれて い る。20⑩年3月 現 在、満額 で、 単身者 は644.20.豪ドル
(51,536円〔4;/2.週間)、 夫婦世帯 は1=人当た り485.20豪ドル(38,816円/2週間)と なって
い る。但 し、既述 の収 入 テス トによ り、実 働収入や保 有 資産 か ら得 られるみな し所得(/2
週間)ヨ 豪 ドル 当た り50セ ン ト(単 身 、夫婦の場合25セ ン1)が 満額年 金額 よ り差 し引 か
れ るほか、資産 テ ス トに よ り、 自宅用 の家や土 地以外 が満額 支給 基準 を1000ドル上 回 る毎
に1.5豪ドル(単 身、夫婦の場合0.75豪ドル)が 同様 に差 し引 かれ、差 し引 き額 が年金額 に
達すれば受給資格 がな くなる仕組 み となってい る。
オ ース トラリアの老齢年金 は同国 のセ 一ーフテ ィ.ネッ トで もあ り、老齢年金 の水準 は最低 生
活水準 を賄 えるよ うにな って いる。....・一方 わが国 を見 ると、(老齢)基 礎年金 は年792,100F9
(平成20年 、満額)で あるが、通常 この金額 だけでは老齢 期の生活 費 を賄 えず、預金 の取 り
崩 しが必要 であ り、いわ ゆる 「生活の最低保 障機 能」 は果 た してい ない。 よって、生 活の最
低保障 を果 た してい る公 的扶助 額(生 活保護〉 が基礎年金額 を上 回 って お り、基礎年金 はオ










連邦の.一一般 歳 入の中から支給される老齢年金は、連邦政府支禺の約1割 、 スーパーアニュ
エィシ ョンの税制優遇を合算すると約2割 弱を占めている。但 し、 ミーンズテス トの活用に
より、真に必要な人たちへの給付に絞っていること、税制優遇を用いなが ら自助努力型のス
ーパーアニュエイションへの シフ トを図ってお り、結果的に老齢年金負担を縮小 させている。
フルにスーパーアニュエイションの9%拠 出を行.うようになると、.老齢年金に頼 る層 は減 っ
ていき、平均的な所得水準の退職者の場合、2010年時点では老齢年金は所得の73%を占め
ているが、2040年には41%まで下がる見込みで ある。但 し、所得水準が高い層(平 均所得
の2.5倍層)で あっても、部分的な老齢年金への依拠は残 る見込み となっている。





(3)スーパ ー ア ニ ュエ イ シ ョン(退.職 年 金 基金)
オ ー.ストラリアの年金制度 の2階 部分 は.ス.一パ ーア弔 ユエ イシ ョンと呼 ばれてい る。 ス ー
パ ー アニ ュエイシ ョンの歴 史は1世 紀以上 に及ぶ。.9⑪年代 まで は高収入者 を対 象 と し.たマイ
!リ テ ィ向 けの制度 で あったが、労働 党 のキ ーテ ィング政権 時代 の1992年〔6}に、事 業主 の
強 制拠出化 〔7}が発表 され、1993年.のス ーパ 」アニ ュエ イシ ョン法制定後は、普遍 的な制度 と
なった。税方式の老 齢年金 に対 し、 スーパ ー アニ ュエ イシ ョ.ンは事業主 の強制拠出 と被用者
の任 意の拠 出か らな り、個 人が選択 した フ ァン ド(DB並 び にDCタ イプ)の 運 用成績 が全
額 櫃人毎 に積立 られ る方式 となってい る。
対象 には、正社 員.のみ な らず 、パ ー トタイムや短期 労働 者等 も含 まれ る。 また 自営業 者 ・
無 業者(8;も任 意で、積 み立て(拠 出)を す る ことがで きる.賃 金 に対 す る事業主 の強制拠 出
率 は2002年か ら9%(最 低 ライ ン)に 維 持 されていたが、 この ほど、事棊主 の強制拠出.率を
2013年か ら2019年に.かけて9%か ら12%に段 階的 にJき ..0.=げる ことを発表 して いる。但 し..、
月額450豪 ドル(31,500円〉以 下の賃金 の労働 者 や70歳 超 の労働者」 ユ8歳未 満で かつ労働
時間 が週30時 間未満の 労働 者、 に対 して は事業 主の拠出 は免除 され る。 また、年収 玉40,960
豪 ドル を超 える分 につ いて も、事業主の拠 出義務は免除 され て.いる。
オ ース トラ リアの勤労者 の所 得税 は、年収34、OOUド ル を超 えると所得税 率30%を 超 え
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て く る(+1.5%の メ デ ィケア税 も課 税 され る),課 税 最低 限 もわが 国9と 異 な り、.年収
6,001豪ドル か ら15%の 課税 を受 け る。 そ う.した 中で、年 間.$25,000.(200万「9)(10)まで は
15%の定率課税 と思い 切っ、た税制優 遇(mを行 ってい る。退 職年 齢 に近づ く50歳超 に対 して
は年 間$50,000(400万円)ま で15%の 定率 課税 を認 め るな ど、積.立を.促進 させ る措 置が採
られ ている,、
なお、スーパ ーアニュエ イシ ョンを生活の第一 の糧 と してい る人 は、導入 か らの歴 史が浅
い ことか ら2007年現 在70歳 以上 の男性 の3f%並 び に.女性 の13%し かい ない。既 述 の税 制
優遇措置 もあ り、 スーパ ーアニュエ イシ ョンのア カウン ト数 は導入以 来順調 に増 加 し、労働
者 のカバ レ ッジ率 は2007年現在 で91%で あるが、雇 用主 に よる9%の 拠 出義務 をフルに35
年受 けるこ とがで きる被用者 は、2037年以降 となっ、てい る。
スーパ ーアニ ュエ イシ ョンの平均 資産残 高 は≦経過 年数 が少 ない こと もあ り、中央値 は
35.4千豪 ドル(283万円)、全男性の平 均値 で57.8千豪 ドル(702万円〉(12:となってい る。中
央値 と平 均値 の乖離 について は低所 得者や失業者 の存 在 によ るもの で政府 は年金実態 調査の
中で課題 として採 り..ヒげてい る。
運 用段階 の課税 につ いて は、運 用益 に対 して原 則 ユ5%(t'3;の税率 で 課税 され る。 オース ト
ラ リアでは、金利収 入、配 当金収 入.は所得 に合算 されて総合 課税 が行 われ る。 キ ャピタル ゲ
イ ンに関 して は、保有 期rAyが12ヶ月未満の場合 には利益 その ものが、12ヶ 月以..1.二の場 合に
は利益 の50%が 、1司様 に所得 に合算 されて課税 され る仕組み とな って いる。拠出時同様、運
川段 階の15%の 定率課税 も大半の 国民 に とっ ては優遇課税 とな って いる。
事 業主の強制拠 出が9%だ とす る と、従業 員σ)任意拠出.(無税 範囲の拠 出並び に税 引 き後
の任 意拠出〉..は、 平均す.ると4%程 度 に なってい る模様で ある。 オ ース トラ リアの 事業主に
は、福利厚 生 と して民 間保険 の.メ.ニューを提供 す ることはあ るが、 わ.が国の よ うな医療.・.介
護 に関す る強制的 な事業.主負担 は存在 しな い。 わが国.の厚生 年金 保 険料率.は平成20.年で労
使折 半で15.35%とな ってい るが、年金 に関 しては、オ ース トラ リアの企業 負担 はよ り手厚
い レベルにあ ると言 える。
なお、給付は一一括 もしくは年金払 いで保 全年齢(Preservationage>に達 した55.歳か ら受
取 が.可能 で あるが、2025.年ま.でに段 階的に60歳 まで引 き.一Lげられ る予定で あ.る。 その ほか、
保 全年齢前で あつて も、病気 や経済的 に逼迫 して いる場合 な どには、途中の 引 き出 しも可能
であ る5途 中引.:き出 しの場合 、キ ャ ピタル ゲ イ ンに対 し、16.5.～.46,5%の課税 が行われ る。
60歳以降の受取 につ いて は2007年7月 よ.り非課税扱 い とな ってい る。
2003年7月よ り隔政 府 は、低 ～.中所得層 に対.して将来 の所 得保持の観 点 よ り、事業主 と共
nで スーパ ー ア ニ ュェ イシ ョンに拠 出す る制 度 を導 入 して い る。2010年度 の場n、 年 収
61,9LO豪ドル(495万円)未 満の 人か ら個 人の拠 出が あっ た場 合 、1豪 ドル につ き1,5豪ド
ル、年間総 額1500豪ドル(10.5万円〉 まで政府 がマ ッチ ング拠 戯 を行 う。 こう した政 策 も
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国民の.スー パ ーアニュエ イシ.ヨン残.高の拡大 に寄.与し.てい る.。
(4)ミー .ンズテ ス ト(資 力調査)
わが国で、生活保護の場面で用いられている ミーンズテス ト(資力調査).は、オース トラ
リアでは、社会保障給付の様々な場面で重要な意味を有す る。但.し、同国においても、現在
のような ミーンズテス トの姿に至るまでに、政治 ・経済状況の影響を受け、変遷を遂げてい
る。例 えば、1908に導入 された老齢年金は、元々は、 ミーンズテス トを通 じた貧困者向けの
限定的 ・選別的な制度であったが、左派労働党政権下め1970年代に、限定的 ・選別的な政
策を脱 し普遍主義へ転換 しようとする流れの中で、..一...・.旦ミーンズテス トが撤廃(t41された。そ
の後、1980年代前後の経済低迷から、福祉財政の緊縮化や対象の限定化等が必要となり、高
齢者福祉の見直 しを追 られ、その前後に再び ミーンズテス トが復活f16:し、現在 に至 ってい
る。
老齢年金の場合、 ミーンズテス トで世帯収入並びに資産の調査が行われ、収入テス ト・資
産テス トのそれぞれの側面で算出 された受給額の低い方を受け取ることになる(16:。図表2に
見る通 り、同国の老齢年金並びに(強 制加入である)ス ーパーアニュエイジョンを.含めた年
金の手取 り水準は、低所得者層に厚 く、一方、中～高Nh得者層に対 しては急激な所得代替率





オース トラリアでは、全額.・...搬.財源からの.老齢年金制度 を維持 しつつ も、 ミーンズテス ト
の(uPrlにより、低所得層に対し厚い所得保障を行い、かつ、わが国と同程度の中負担 を実現
しているrわ が国同様、低所得者 も公的年if制1の対象(国 民皆年金制度〉となっており、
対象外 となる米国 ・英国 ・ドイツなどとは異なるスタンスをとっている。 ミーンズ調査 を経
たうえで、いずれ も連邦の一般歳入の中か ら支給 される給付金額は、多少の前後はあるもの
の、.老齢年金と公的挾助の水準は揃えられており、老齢年金 も公的扶助 も 「生活の最低保障
(セー フテ.イー ネッ ト)」を担っている。つまり、オース トラリアの ミーンズテス トは、 日本
の生活保護の判定をする際に用いられている資力調査と意味合 いも潭け止めら1れ方 も異な
る。ステ ィグマ(烙 印)を.与濡.るような性格のものではな く、税財源を所得再分配の観点か
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3.年金制度改正の動 き
(1)制度改革 に向 けた動 きの発端 と改革 に向 けた流れ
オース トラリアにおける年金制度のこれ までの歩みと概要等についてみてきたが、以下で
は、現在進められているオ 一ース トラリアの年金制度改正について見ていきたい。
zoos年11月の選挙の結果、12年問続 いたハ ワー ド保守政権に替わり、ケビン ・ラッ ド
(KevinRudd)を首相 とする労働党政権が誕生 した。2010年6月にラッド首柑 に変わって同
じく労働党のジュリア ・アイリーン ・ギラー ドQuliaEileenGillard)ギラー ドが首相になっ
たが、政策はラッド政権の方向性 を引き継 ぐといわれている。ハ ワー ド政権は、新自由主義
経済改革 と連邦財政健全化 ・規律維持 ・多文化主義の抑制等を特色 としたが、新自由主義的
経済改革 と社会保障(医 療 ・介護 ・教育面)予 算の削減により痛みを感 じていた国民の不満
が高まり、労働党政権が誕生することになった。
ハワー ド政権の 「人権よりも経済」 という政策 を修正す るため、ハワー ド政権時に施行 さ
れた労使関係法を反故にし、新 しい労使関係法を提出したほか、連邦予算の組成においても、
働 く家族への支援予算を組むなど修正を行っている。これは、ハワー ド政権時代、專業主婦
家族への支援を中心 とした保守的な家族政策が優先 され、労働党が伝統的に支持 してきた夫
"一 ぎ家族への支援が滞ったことに対応するものである。 さらに、ハワー ド時代に容赦な
く削 られた福祉 ・医療 ・教育予算の復活 を盛 り込んだ 「社会的包摂戦略(Socialinclusion>」
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を掲げ、ハ ワー ド政権 との違いを明らかに しようとしている。
一方で、労働党政権は、退職保障に関わる政府 のスタン.スについて、「政府は最低限かつ
真に必要なニーズに対 して支援 を行い、自立 自助を.援助することである」 と、表明しており、
1978年以降に始まる新自由主義型福祉 システムの方向性は堅持 してい.こうとしている。この
ため、福祉 ・医療 ・教育予算の大幅な増額や、強制調停 ・仲裁制度に基づ く労使関係の復活
を望んだ人 々か らは批判 も出ていたため、今回の改正の動きにつながったと見られる。オー
ス トラリアでは過去30年、抜本的な税制改革 は行われてこらず、資源ブームで財政澗沢な
状況にあるこの タイ ミングが、将来に向けたfir.石を打つチャンスと政府は考 えた模様である。
今回の改正では、年金制度単独で検討す.ることなく、税制や所得再分配の観点と一体で、
退職後(高 齢期)の 所得 システムを検討している。その上で、退職後の所得 システムのゴー
ル として、①制度 は広範かつ十分で、高齢期の貧困から守 リ、個人が退職に備 えた貯蓄 を行
う.ことができる、②引退前後で貯蓄の手段の選択 として受け入れ られるものである、③運
用 ・インフレ ・長寿 リスクに対応する強固な制度である、④シンプルでわかりやす く、誰も
が個人の最大限の利益となるような判断を行える、⑥財務的に健全で、経済成長か ら最小限
の減損にとどめ、持続維持が保たれている、を目標に掲げている。②については、運用の手
段 として国民が納得するものになっている必要があるということであ り、「払っても貰 えな
い」「入れ ると損をする」といった合理的な投資判断を行 うときにその手段 として受 け入れ
られるべ きであるということを目標 として明確にしている。
改正にあたり現在の制度についてこれらの目標の観点か ら 学識者のみならず徹底 的に国
民に意見を求めていった。その結果、国民の意見の集約として、現在のオー.ストラリアの世
銀モデル となっている複層的退職所得制度は、バ ランスがとれ、自在性 も確保 されていると
評価 されていると分析 している。こうした結果やレビューを通 じて、結果的に、現在の制度






① 適正 な所 得代替率 とスーパ ーアニ ュsイ シ ョンの強 制拠出率
オ ー ス トラ リァでは、適正 な退職 後の所得 水 準は、退職 前所得 の60-65%とい う目処 を示
され て お り、 コンセ ンサ.スとな ってい る。 平均 的 な労働 期闘で あ る35年 間、 スーパ ーアニ
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ユエイ シ ョンの現 行の9%強 制拠出 が続 いた場合 、老齢年金 とスーパ ーアニ ュエ イシ ョンと
の所 得代替 率 は、0.75のや や所得 水 準の低.い人 た ちで物価..r..昇をデ フ レ.一ター と した場合
62.9%、賃金上昇 をデフ レーター とした場合52.1%となってい る。
こ うした所得代 替率の 見通 しか ら、現行の.スー パ ーアニュエ イシ ョン9%強 制拠 出水準 は、
引退後 の十分な所得保 障 を果 たす ことがで きる と政府 は見て い たよ うだが、一方 で、 リーマ
ンシ ョックを受 けて、 国民の老後 資産 形成 を更 に磐石 に して お きたい思いか ら、 このほ ど強








齢年金額が減額 され る場合がある。・一方、保有資産が、別荘や宝石 ・絵画等所得を生まない
場合、減額の対象とはならないなど、岡レベルの資産保有者の中で不公平が生 じていること
が指摘 されている,,何よりも、.根源的な課題である、働 くことへのモチベーションの改善が
ミーンズテス トにはつきまとってきたようだ。 こうしたことから、 ミーンズテス トの改善に
向けて、アセッ トテス トから発生するみなし所得 をより広 く.インカムテス トに吸収 していく
ことを検討するとしている。そして、就労のモチベーションア ップのため、就労所得の扱い








年にかけて段階的に引 き上げることを発表 している。 さらに、老齢年金のみならず現在60
歳 となっている.スー パーアニュエイションの受給可能開始年齢(プ リザベーションエイジ)
についても同様の引上げを勧告 している。その理由 として期間が長くなることでよりスーパ
ーアニュエイシ ョンの成果が強化 されること、老齢年金 との..一・体姓 を強化改善できるとして
いる.も ちろん60歳以降の失業等のケースについては容易にスーパ ーアニュエイシ ョンに
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66%に改善すると予測 しているほか、全所得層についz改 善するとしてい.る。当然なが らス
ーパーアニュエイションの引上げを行った場合、所得代替率は更に改善する。
5.おわ りに～わが国への示唆～
オース トラリアでは、既述の通り、課税所得が低い層に対 しても課税 しているほか、平均
的な国民の年収層に対して所得税30%を課すなど.、.わが国に比べ課税力が強くなっている。
また、老齢年金は、 ミーンズテス ト付で給付を行 うなど、 ミーンズテス トを用いた社会保障
での所得再分配 も行っている.。国際比較でみても、.オ「ス.トラリアでは、公的移転支出(社
会保障等)並 びに税のいずれにおい.ても、有効な再分配効果を実現している、
オース トラリアに見るとお り、今、わが国で求め られているのは、税 ・財政 ・社会保障を
...体で改革することではないだろうか。税制改革により税負担を増加 させ るだけでなく負担
のあり方 を変えることにより、経.済・社会を活性化することにあるだろう。最終的な年金の
N的が老後の所得保障を水平的かつ垂直的公平 ・巾-・ 効率的に行 うということであるとし




14。給与所得世帯 と年金受給世帯の税負担 を比べると.、年金.世帯の負担のほうが低 くなって
いる。特に所得の高い階層で、給与所得世帯の税負担率に対 して年金受給世帯の負担は大 き
く低 くなっている。今後の税改革においては、①所得控除を縮小 し所得税の 「課税力」をあ




分配であ り、引退者.の中には.現在の勤労者よ.り豊かな.ものも多い。む しろオース トラリアの
ように貧しい高齢者により多く移転すべ きであろう。
オ ース トラ リア政府 は、「老 齢年金 縮小」 を正面 か ら打 ち出す ことはせ ず、税制優 遇 を用





























































1豪 ドル=80円 で 換 算、 以 下 本文 内換 算.レー ト同様
老 齢 年金 とDVA(退 職軍 人 年 金)の 受給 者 合 計
1992年にSuperannuationGuaranteelegislationが、1993年にSuperannuatlonIndustryAct(SIS法)が
制 定 され た
当該積 立 拠 出 金 を支 払 わ な い場 合 に は、 国税 庁 に よ.り、 積 立 金 所 要 額 を上 回 る退 職 年 金補 償 税 が課 税 さ
れ る仕 組 み とな っ て い る。
配偶 者 が 代 わ りに収 め る こ とが で き るよ う にな.っでい る。
平成22年 度 は個 人所 得 課税 の最 低 限 度 は325万円
年 間5万 ドル 超 ～15万 ドル 以下 の拠 出に つ い て は拠 出.時の 税 制 優 遇 は認 め られ な い もの の、 運 用 時 並
び に給 付 時 の税 制 優 遇 は 認 め られ て い る。
税 額 控 除 と も所 得 控 除 と も異 な り、一 定 金 額 部分 の税 率 を 下 げ る と い うも の。
55～64歳 のDCの 平均 残 高 は141,900豪ドル 、 同1)13は180,800豪ドル
60歳以.上に つ いて は非 課 税 と な って い る。
1973年に は75歳 以i.(1975年に は70歳 以 上)の 高 齢者 に 対 す る老 齢 年 金 の 支給 につ いて 所得 制 限 が
廃 止 され た。1976年には 資産 制 限 が撤 廃 され た、,
1983年に70歳 以1二の 老 齢年 金 の 所 得制 限 が 、1984年に 老齢 年 金 へ の 資産 制 限 が 再導 入 され た。
我 がnの1人1ヶ 月当 た り 平均 扶 助 受 給 額 は 平 成17年 で146,48]円(BLS保護 費 国庫.負担.金事業 実 績
報 告)。
65歳以.isの公 的 年 金受 給 者(夫 婦 世帯)の 課 税 最低 限 は、339,9万円 と な り、 現 役 の給 与 所 得 者(夫 婦
世 帯)の 課 税 最 低限 で あ る220万円の1、5倍とな って い る』 この た め 、年 収500万 円の 夫 婦 の場 合.を例
に と る と、 勤 労 者.世帯 は 、所 得 税.・個 人 住民 税 併 せ て23.万円 程度 負 担 す るの に対 して 、 年金 受 給 者 は
]5.万円 程 度 の.負担 に と.どま って お り、所 得 の 潜 在 的 な 稼 得 能 力 に差 異 が あ る と して も、 同一 の 所 得 水
準 の 下 で、 勤 労 者 と高 齢者 の 問 で著 しい 税負 担 の か い離 が 生 じて い る。
所 得 再 分 配 に よ る ジニ係 数 の改 善 度 は平 成17年 で25.9%であ った が 、 そ の うち、 社 会 保 障 に よ る改 善
度 が22.9%で税 に よ る改 善 度 は4.1%にす ぎない 。
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